
  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

「アイ･エー 経営者通信 」送付のご案内           
入梅の候、貴社ますますご盛栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお引⽴て

を賜り厚くお礼申し上げます。今月も「アイ・エー経営者通信」をお届けします。 

最近の至急対応 

Internet Explorer(IE)は 6/16 で開発元の Microsoft によるサポートが終了します。
デスクトップブラウザのシェア(日本国内 2022.02)は１位が Chrome69.22%、2 位
Edge15.13、3 位 Firefox、4 位 Safari5.39、5 位で IE2.62%とのこと。IE のシェア
は意外にもかなり低いのに、各業界や各企業のシステムは IE のみで動作するものが多
いようです。各企業の IE→Edge 移⾏について、昨年９月時点では現在対応中が 42％
まだ対応を始めていない 15％、対応完了 16％だったという調査もありますが、期限
の迫ってきた昨今皆さまにはいかがでしょうか︖ちなみに Windows10 のサポートは
2025 年 10 月 14 日までの予定です。 

最近の事故対応 
⼭間への釣⾏に出掛けた際、路上にあった落⽯に乗り上げオイル漏れが⽣じ⽴往⽣。
携帯にて救援依頼を試みるも圏外で使⽤不可でしたが、保険で設置したドラレコで緊
急通報が出来るようになったことを思い出し、無事に救援依頼出来ました。しかも⼭
奥で現場の説明が困難なのにも関わらず、位置情報は把握できているとのこと。距離
的に積載⾞が来るまでは待ちましたが、付けておいて良かったという報告がありまし
た。 

最近の事故事例２ 
信号機のある⼗字路交差点内で出合い頭の事故。双⽅ともに⻘信号主張。双⽅ドラレ
コ無し、防犯カメラや目撃者もいない状況で示談は難航すると思われました。このま
ま″双⽅無過失主張“の場合、通常の主な解決⽅法は ①双⽅譲らずどちらかが提訴→解
決も⻑期化。②双⽅⽴証できず持ち別れ、自損自弁（お互い自分の損害は自分で直
す）→解決と⾔えるか︖ ③歩み寄って 50︓50 で示談→どちらかが圧倒的に納得度
低い、⾞両保険は使えるが等級ダウン。この事例の対応について。お客様はドラレコ
ではないタイプの当社の専⽤⾞載器（約 100 円/月額）を設置していました。そこで、
信号のサイクルを確認し、衝撃検知時刻と照合し衝突時の信号色を特定し 0︓10 で示
談となりました。いろいろな事例により経験値も上がっています。有効活⽤に向けた
情報提供をいたしますので、お気軽にお尋ねください。では今月もよろしくお願い申
し上げます。 

 

 

～トピックス～ 

生命保険のご相談をいただくと、ま

ずはお客様のおかれている状況や

ニーズを伺い、お客様に合わせた設

計をするように心掛けています。 

５０代女性のお客様のご相談でし

た。旦那様と二人暮らしで幸せそう

に見受けられるご家庭。もしものた

めに…ということでしたので「収入保

障」と「医療、介護」をご案内しようか

な、という考えになっていました。あ

とはいくら必要なのか？などのことを

伺おうとした時です。 

少し話が逸れたことから、お二人が

再婚同士で、それぞれ独立した実子

がいることがわかり、もしもの時にお

子さんお孫さんに相続が出来るの

か？ということになりました。 

そこから、当初発想すらしなかった

比較的安価な保険をご提案したとこ

ろ、大変喜んで頂けました。お客様

が異性だったり、年齢差があったり、

おじさんを自認している私からは、

聞きにくいことだったりもするのです

が、やはり話はよく聞くという基本的

なことの大切さをあらためて思い出

させて頂く良い機会となりました。 

自分の価値観や基準を、お客様や

相手に押し付けていないか、あらた

めてまた考えながら、日々精進して

まいります。（浅井） 

料金別納郵便 
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ワンポイント

6 2022（令和4年）

確定拠出年金の加入可能年齢の引き上げ

あじさい
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月
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木
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・
・
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・
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・

・
・
・
・
・

6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
21日・春分の日

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の

消費税等の中間申告
（年3回の場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届
（市町村役場に提出） 6月30日

　企業の高齢者雇用の状況に応じたより柔軟な制度運営を可能と
するなどの観点から、令和4年5月より加入可能年齢が変わりました。
企業型DC（企業型確定拠出年金）は70歳未満であれば加入者とす
ることができ、またiDeCo（個人型確定拠出年金）は65歳未満にそ
れぞれ引き上げられています。
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　「
政
府
月
例
報
告
」
は
、
別
名
「
月

例
経
済
報
告
」と
呼
ば
れ
ま
す
。

　
端
的
に
言
い
ま
す
と
、
景
気
に
関

す
る
政
府
の
公
式
見
解
資
料
で
す
。

様
々
な
経
済
指
標
を
基
に
毎
月
、
内

閣
府
が
取
り
ま
と
め
、
経
済
財
政
担

当
大
臣
が
関
係
閣
僚
会
議
に
提
出

し
、
了
承
を
得
て
対
外
公
表
を
す
る

と
い
う
流
れ
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
内
容
は
、
景
気
の
現
状
、
先
行
き

に
関
す
る
基
調
判
断
、
そ
れ
か
ら
消

費
、
設
備
投
資
な
ど
の
個
別
分
野
の

判
断
、
さ
ら
に
海
外
の
景
気
に
対
す

る
判
断
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
月
例
経
済
報
告
（
以
下
、
月
例
報

告
）
が
市
場
関
係
者
な
ど
の
間
で
注

目
度
が
高
い
の
は
、
民
間
の
調
査
と

異
な
り
、
政
府
の
判
断
と
い
う
と
こ

ろ
に
あ
り
ま
す
、
す
な
わ
ち
、
資
料

の
信
頼
性
と
い
う
こ
と
も
さ
る
こ
と

な
が
ら
政
策
の
方
向
性
に
繋
が
る
と

い
う
こ
と
か
ら
で
す
。

　
例
え
ば
、
基
調
判
断
が「
厳
し
い
」

と
い
う
こ
と
に
な
っ
て
い
れ
ば
、
政

府
が
何
ら
か
の
対
策
を
と
っ
て
く
る

と
判
断
し
、
そ
れ
を
先
取
り
し
株
価

が
上
が
っ
て
い
く
、
と
い
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　
な
お
、
月
例
報
告
は
通
常
の
人
に

は
内
容
の
ボ
リ
ュ
ー
ム
か
ら
み
て
、

つ
ぶ
さ
に
見
る
に
は
難
し
い
と
思
い

ま
す
。
先
程
、
触
れ
ま
し
た
が
、
当

報
告
は
「
関
係
閣
僚
会
議
を
経
て
」

の
資
料
で
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
内
閣
府
は
関
係
閣

僚
に
分
か
り
易
く
す
る
た
め
「
月
例

経
済
報
告
等
に
関
す
る
関
係
閣
僚
会

議
資
料
」（
以
下
、
閣
僚
会
議
資
料
）

を
作
成
し
て
い
ま
す
。
忙
し
い
皆
様

に
は
、
こ
の
閣
僚
会
議
資
料
を
読
む

こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

一

　景
気
の
基
調
判
断  

　
月
次
の
基
調
判
断
は
「
景
気
の
基

調
判
断
」で
示
さ
れ
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
前
月
か
ら
の
変
化

を「
上
方
修
正
」「
据
え
置
き
」「
下
方

修
正
」の
三
方
向
で
提
示
し
ま
す
。

　
し
か
し
、
こ
の
表
現
は
、
単
純
に

三
方
向
の
一
つ
を
判
断
す
る
と
は
言

う
も
の
の
、
次
に
紹
介
し
ま
す
令
和

３
年
12
月
の
閣
僚
会
議
資
料
を
見
て

も
、
な
か
な
か
一
読
し
た
だ
け
で
分

か
る
と
い
う
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
11
月
の
表
記
）

　
景
気
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
よ
る
厳
し
い
状
況
が
徐
々

に
緩
和
さ
れ
つ
つ
あ
る
も
の
の
、
引

き
続
き
持
ち
直
し
の
動
き
に
弱
さ
が

み
ら
れ
る
。

（
12
月
の
表
記
）

　
景
気
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
よ
る
厳
し
い
状
況
が
徐
々

に
緩
和
さ
れ
る
中
で
、
こ
の
と
こ
ろ

持
ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ
る
。

　
11
月
の
判
断
で
は
、
持
ち
直
し
の

動
き
に
弱
さ
が
み
ら
れ
る
と
あ
り
ま

す
が
、
12
月
で
は
、
こ
の
と
こ
ろ
持

ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ
る
と
し
て

い
ま
す
。〝
弱
さ
〞
を
削
除
し
、
持

ち
直
し
と
言
い
切
っ
て
い
ま
す
。
従

っ
て
、
12
月
の
現
状
で
は
「
上
方
修

正
」と
い
う
こ
と
で
す
。

　
で
は
、
令
和
３
年
12
月
の
景
気
の

基
調
判
断
で
方
向
を
見
る
と
、
表
１

に
同
年
11
月
と
12
月
の
景
気
判
断
が

並
記
さ
れ
て
い
ま
す
。
文
章
の
横
線

の
引
い
て
あ
る
部
分
が
判
断
の
根
拠

に
な
り
ま
す
。

　
景
気
は
、
ガ
ラ
ッ
と
変
わ
る
わ
け

で
な
く
、
微
妙
な
動
き
を
表
現
す
る

た
め
に
ど
う
し
て
も
分
り
難
い
文
章

に
な
っ
て
い
ま
す
。

二

　景
気
判
断
の
各
論  

　
景
気
と
は
、
そ
も
そ
も
経
済
状
態

の
良
し
悪
し
を
言
う
の
で
す
が
、
一

般
的
に
短
期
的
な
変
動
（
２
〜
３

年
、
長
く
て
も
５
年
）
を
と
ら
え
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
そ
し
て
、
10
年
、
20
年
の
景
気
の

変
動
は
〝
成
長
〞
と
呼
び
経
済
の
枠

組
み
が
変
わ
っ
て
き
ま
す
。

　
さ
て
、
短
期
的
な
景
気
の
見
方
に

な
る
と
、
需
要
と
供
給
で
は
、
需
要

が
主
導
的
な
役
割
を
し
ま
す
。
つ
ま

り
、
景
気
を
把
握
す
る
に
は
G
D

P
（
国
内
総
生
産
）
に
お
け
る
個
人

景
気
指
標
と
し
て
の

月
例
経
済
報
告
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消
費
、
設
備
投
資
、
公
共
投
資
、
輸

出
等
の
需
要
要
因
を
注
目
し
て
見
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
次
に
、
各
論
（
表
２
を
参
照
）
を

見
る
こ
と
に
し
ま
す
。

◎
個
人
消
費

（
11
月
）　
一
部
に
弱
さ
が
残
る
も
の

の
、
持
ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ

る
（
12
月
）　
こ
の
と
こ
ろ
持
ち
直
し
て

い
る

　
つ
ま
り
、
持
ち
直
し
の
動
き
が
み

ら
れ
る
を
、
持
ち
直
し
て
い
る
と
し

て
、
明
確
に
上
向
い
て
い
る
と
捉
え

て
い
ま
す
。

◎
設
備
投
資

（
11
月
）　
持
ち
直
し
て
い
る

（
12
月
）　
持
ち
直
し
に
足
踏
み
が
み

ら
れ
る

　
設
備
投
資
は
、
足
踏
み
と
慎
重
な

判
断
を
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
設

備
投
資
の
場
合
、
企
業
は
年
度
に
お

い
て
計
画
を
立
て
、
そ
れ
に
沿
っ
て

実
施
し
て
い
き
ま
す
。

　
こ
の
点
に
つ
き
閣
僚
会
議
資
料
は

景
気
判
断
の
各
論
の
項
目
（
表
２
の

個
別
項
目
で
あ
る
個
人
消
費
、
設
備

投
資
、
公
共
投
資
等
々
）
に
つ
い
て

グ
ラ
フ
を
交
え
解
説
し
て
い
ま
す
。

　
各
論
の
設
備
投
資
は
「
引
き
続
き

前
年
よ
り
増
加
す
る
見
込
み

で
あ
る
も
の
の
、
７

－

９
月

期
は
、
供
給
面
で
の
制
約
や

緊
急
事
態
宣
言
等
の
影
響
も

あ
り
、
前
期
比
マ
イ
ナ
ス
」。

つ
ま
り
、
感
染
拡
大
に
よ
り

足
踏
み
が
見
ら
れ
る
と
あ
り
、

設
備
投
資
の
動
き
は
11
月
と

同
様
、
持
ち
直
し
に
向
か
っ

て
い
る
と
判
断
し
て
い
ま
す
。

◎
公
共
投
資

　
11
月
及
び
12
月
と
も
に
高

水
準
に
あ
る
も
の
の
、
こ
の

と
こ
ろ
弱
含
ん
で
い
る
。

◎
輸
出

　
11
月
及
び
12
月
の
両
月

は
、
お
お
む
ね
横
ば
い
と
な

っ
て
い
る
。

　
冒
頭
に
述
べ
ま
し
た
が
、

月
例
報
告
は
、
景
気
に
対
す

る
政
府
の
判
断
で
す
か
ら
、

当
報
告
書
は
基
調
判
断
（
総

論
）
と
政
策
態
度
（
政
策
の

基
本
的
態
度
）
及
び
個
別
の

項
目
（
各
論
）
が
述
べ
ら
れ

て
い
ま
す
。

　
な
お
、今
回
の
説
明
で
は
、

政
策
態
度
に
つ
き
ま
し
て
は

割
愛
し
ま
す
。

表 1　総論
11 月月例 12 月月例

基
調
判
断

　景気は、新型コロナウイルス感染症による厳
しい状況が徐々に緩和されつつあるものの、引
き続き持ち直しの動きに弱さがみられる。
　先行きについては、経済社会活動が正常化に
向かう中で、各種政策の効果や海外経済の改善
もあって、景気が持ち直していくことが期待さ
れる。ただし、供給面での制約や原材料価格の
動向による下振れリスクに十分注意する必要が
ある。また、感染症による内外経済への影響や
金融資本市場の変動等の影響を注視する必要が
ある。

　景気は、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる厳しい状況が徐々に緩和される中で、この
ところ持ち直しの動きがみられる。
　先行きについては、経済社会活動が正常化に
向かう中で、各種政策の効果や海外経済の改善
もあって、景気が持ち直していくことが期待さ
れる。ただし、供給面での制約や原材料価格の
動向による下振れリスクに十分注意する必要が
ある。また、変異株をはじめ感染症による内外
経済への影響や金融資本市場の変動等の影響を
注視する必要がある。

※　下線部分は前月からの変更箇所

表 2　各論（抜粋）
11月月例 12 月月例

個人消費 一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きが
みられる このところ持ち直している

設備投資 持ち直している 持ち直しに足踏みがみられる
住宅建設 このところ持ち直しの動きがみられる おおむね横ばいとなっている
公共投資 高水準にあるものの、このところ弱含んでいる 高水準にあるものの、このところ弱含んでいる
輸出 おおむね横ばいとなっている おおむね横ばいとなっている
輸入 このところ弱含んでいる このところ弱含んでいる
貿易・
サービス収支 赤字となっている 赤字となっている

生産 持ち直しに足踏みがみられる 持ち直しに足踏みがみられる

企業収益 感染症の影響が残るなかで、非製造業の一部
に弱さがみられるものの、持ち直している

感染症の影響が残る中で、非製造業の一部に
弱さがみられるものの、持ち直している
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資
産
税
関
係
に

　ま
つ
わ
る
Q
＆
A

 

〈
譲
渡
所
得
税
・
相
続
税
〉

　
テ
レ
ビ
や
雑
誌
で
高
齢
者
関
係
の

資
産
の
話
題
が
多
い
よ
う
で
す
が
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
資
産
税
関
係
（
譲

渡
所
得
、
相
続
・
贈
与
税
）
の
相
談

も
増
え
て
い
る
よ
う
で
す
。

　
そ
こ
で
、
今
回
は
身
近
な
問
題
を

取
り
上
げ
、
ポ
イ
ン
ト
を
簡
単
に
整

理
し
て
み
ま
す
。

一

　譲
渡
所
得
税
関
係  

１
　
譲
渡
所
得
の
収
入
金
額

Q
　
所
有
し
て
い
た
土
地
を

５
０
０
０
万
円
で
譲
渡
し

ま
し
た
。

　
そ
の
際
、
未
経
過
固
定
資
産

税
等
を
８
万
５
０
０
０
円
受
け

取
り
、
租
税
公
課
の
マ
イ
ナ
ス

と
し
て
処
理
し
て
い
ま
す
。
何

か
、
問
題
は
あ
り
ま
す
か
。

A
　
固
定
資
産
税
等
は
、
そ
の
年

の
１
月
１
日
現
在
の
所
有
者
が

４
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で
の
１
年
分

を
負
担
し
ま
す
。

　
そ
し
て
、
商
慣
習
か
ら
期
間
按
分

し
て
精
算
す
る
こ
と
が
実
務
上
よ
く

行
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
金
額
は

譲
渡
対
価
と
し
て
の
収
入
金
額
に
算

入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
な
お
、
補
償
金
、
取
壊
費
用
、
造

成
負
担
金
、
測
量
に
よ
る
精
算
金
な

ど
の
名
目
で
受
け
取
っ
た
金
額
が
あ

れ
ば
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
も
譲
渡
所

得
の
収
入
金
額
と
さ
れ
ま
す
。

２
　
合
計
所
得
金
額
に
よ
る
判
定

Q
　
令
和
３
年
中
に
自
宅
を

譲
渡
し
ま
し
た
が
、
居
住

用
財
産
を
売
却
し
た
場
合
の

３
０
０
０
万
円
控
除
の
特
例
を

適
用
し
た
と
こ
ろ
課
税
譲
渡
所

得
金
額
が
０
円
（
特
別
控
除
前

の
所
得
金
額
２
８
０
０
万
円
）

で
あ
っ
た
た
め
、
基
礎
控
除
を

適
用
し
ま
し
た
。

　
こ
の
後
、
問
題
が
生
じ
る
こ

と
は
あ
り
ま
す
か
。

A
　
合
計
所
得
金
額
は
、
分
離
課

税
の
譲
渡
所
得
に
つ
い
て
は
特

別
控
除
前
の
金
額
に
よ
り
判
定
し
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
合
計
所
得
金
額

２
８
０
０
万
円
と
な
り
、
基
礎
控
除

の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
な
お
、次
の
諸
控
除
に
つ
い
て
は
、

合
計
所
得
金
額
に
制
限
が
あ
る
た
め

適
用
に
注
意
が
必
要
で
す
。

①
　
寡
婦
・
ひ
と
り
親
控
除
…
５
０

０
万
円
以
下

②
　
配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別

控
除
…
１
０
０
０
万
円
以
下

③
　
基
礎
控
除
…
２
５
０
０
万
円
以

下
④
　
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
…

３
０
０
０
万
円
（
令
和
４
年
１
月

１
日
以
後
居
住
は
２
０
０
０
万

円
）以
下
で
あ
る
年
の
み
適
用

３
　
重
複
適
用
で
き
な
い
特
例

Q
　
令
和
２
年
に
自
宅
を
譲

渡
し
、
居
住
用
財
産
を
譲

渡
し
た
場
合
の
３
０
０
０
万
円

の
特
別
控
除
を
適
用
し
て
申
告

を
し
ま
し
た
。

　
そ
の
後
、
令
和
３
年
に
新
た

に
自
宅
を
取
得
し
て
居
住
を
開

始
し
、
令
和
３
年
分
の
確
定
申

告
で
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

を
適
用
し
て
申
告
し
ま
し
た
が
、

問
題
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

A
　
租
税
特
別
措
置
法
は
、
重
複

し
て
適
用
で
き
な
い
こ
と
が
あ

り
ま
す
の
で
、
適
用
を
受
け
る
に
は

注
意
が
必
要
で
す
。

　
特
に
譲
渡
所
得
の
特
別
控
除
と
住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除
は
、
資
金
の

流
れ
か
ら
関
係
性
が
深
く
、
誤
ま
り

や
す
い
と
こ
ろ
な
の
で
十
分
な
注
意

が
必
要
で
す
。

　
新
築
等
を
し
た
家
屋
を
居
住
の
用

に
供
し
た
個
人
が
、
下
記
の
期
間
に

お
い
て
、そ
の
家
屋
以
外
の
家
屋（
そ

れ
ま
で
居
住
し
て
い
た
家
屋
な
ど
）

に
つ
い
て
、
居
住
用
財
産
の
譲
渡
の

特
例
の
適
用
を
受
け
て
い
る
又
は
受

け
る
場
合
は
、
そ
の
者
の
居
住
年
以

後
の
各
年
分
に
つ
い
て
、
住
宅
借
入

金
等
特
別
控
除
を
適
用
で
き
ま
せ
ん
。

※
令
和
２
年
４
月
１
日
以
後
に
譲
渡

し
た
場
合
…
そ
の
居
住
の
用
に
供
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し
た
年
と
そ
の
前
２
年
・
後
３
年

の
計
６
年
間

　
な
お
、
ご
質
問
の
ケ
ー
ス
の
場
合
、

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
方
が
有

利
と
後
で
気
づ
い
た
場
合
で
も
特
別

控
除
を
受
け
な
い
修
正
申
告
は
で
き

ず
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適

用
を
取
り
消
す
修
正
申
告
を
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

二

　相
続
税
関
係  

１
　
遺
産
分
割
の
や
り
直
し
と
課
税

関
係Q

　
昨
年
父
が
亡
く
な
り
、

相
続
人
は
母
と
子
供
が
３

人
で
す
。
当
初
法
定
申
告
期
限

ま
で
に
遺
産
分
割
協
議
を
済
ま

せ
て
申
告
し
て
あ
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
最
近
に
な
っ
て
長

男
が
母
の
面
倒
を
見
な
い
と
言

い
出
し
た
た
め
、
相
続
人
間
で

話
し
合
っ
た
遺
産
分
割
協
議
を

や
り
直
し
、
再
配
分
す
る
こ
と

に
な
り
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な

遺
産
分
割
の
や
り
直
し
は
課
税

上
問
題
あ
り
ま
せ
ん
か
。

A
　
当
初
の
遺
産
分
割
が
法
的

に
無
効
と
な
る
場
合
を
除
き
、

遺
産
分
割
の
や
り
直
し
が
行
わ
れ
た

場
合
、
税
法
で
は
最
初
に
取
得
し
た

者
に
所
有
権
が
あ
り
ま
す
の
で
、
無

償
で
移
転
し
た
財
産
に
つ
い
て
は
、

贈
与
税
の
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

２
　
未
支
給
年
金

Q
　
先
日
母
が
亡
く
な
り
遺

産
等
を
整
理
す
る
と
、
生

存
中
の
期
間
に
係
る
国
民
年
金

で
、
母
の
死
亡
日
現
在
未
支
給

の
も
の
が
あ
り
ま
し
た
の
で
年

金
事
務
所
に
請
求
し
て
、
未
支

給
分
を
一
時
金
と
し
て
受
け
取

り
ま
し
た
。
こ
の
未
支
給
分
は
、

相
続
財
産
と
し
て
相
続
税
の
課

税
財
産
に
な
り
ま
す
か
。

A
　
年
金
の
受
給
者
が
死
亡
し
た

場
合
に
お
い
て
、
未
支
給
で
あ

っ
た
年
金
の
支
払
い
を
遺
族
が
受
け

た
場
合
に
は
、
そ
の
年
金
は
相
続
税

の
課
税
財
産
で
は
な
く
、
そ
の
遺
族

の
一
時
所
得
に
該
当
す
る
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

３
　
名
義
預
金

Q
　
本
年
３
月
に
亡
く
な
っ

た
父
が
、
私
の
名
義
で
預

金
を
し
て
い
ま
し
た
。

　
父
が
管
理
し
て
い
た
預
金
で

す
が
、
こ
の
よ
う
な
預
金
は
相

続
財
産
の
算
定
上
ど
の
よ
う
に

考
え
た
ら
良
い
の
で
し
ょ
う
か
。

A
　
相
続
人
名
義
の
預
金
で
あ
っ

た
こ
と
、
そ
の
原
資
と
な
っ
た

金
員
の
出
捐
者
、
そ
の
管
理
・
運
用

の
状
況
、
贈
与
の
事
実
の
有
無
を
総

合
的
に
勘
案
し
て
預
貯
金
の
帰
属
を

判
断
し
ま
す
。

　
そ
し
て
、
名
義
を
借
り
て
い
る
だ

け
で
被
相
続
人
の
も
の
と
判
断
さ
れ

る
と
「
名
義
預
金
」
と
し
て
相
続
財

産
に
計
上
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

４
　
特
別
縁
故
者
の
取
扱
い

Q
　
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
C
さ

ん
は
身
寄
り
の
な
い
老
人

の
お
世
話
を
し
て
い
ま
し
た
。

老
人
に
は
、
相
続
人
等
が
い
な

い
た
め
、
自
分
が
亡
く
な
っ
た

ら
財
産
を
C
さ
ん
に
あ
げ
る

と
言
っ
て
い
ま
し
た
が
、
遺
言

は
な
く
昨
年
亡
く
な
り
ま
し
た
。

　
C
さ
ん
は
、
周
囲
の
勧
め
も

あ
っ
て
家
庭
裁
判
所
に
特
別
縁

故
者
へ
の
相
続
財
産
の
分
与
請

求
の
申
立
て
を
行
っ
て
い
た
と

こ
ろ
、
本
年
４
月
に
そ
の
請
求

が
認
め
ら
れ
、
相
続
財
産
の
分

与
を
受
け
ら
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
場
合
、
課
税
関
係
は
ど

う
な
り
ま
す
か
。

A
　
民
法
の
特
別
縁
故
者
に
対
す

る
相
続
財
産
の
分
与
の
規
定
に

よ
り
相
続
財
産
の
分
与
を
受
け
た
場

合
に
は
、そ
の
分
与
を
受
け
た
者
は
、

そ
の
分
与
を
受
け
た
財
産
を
被
相
続

人
か
ら
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
も
の

と
み
な
さ
れ
、
相
続
税
の
納
税
義
務

者
と
な
り
ま
す
。

　
こ
の
場
合
、
相
続
税
は
被
相
続
人

の
相
続
開
始
時
の
法
令
に
基
づ
き
計

算
さ
れ
、
課
税
さ
れ
る
財
産
の
価
額

は
、
そ
の
財
産
分
与
を
受
け
た
時
の

価
額
と
な
り
ま
す
。
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令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら
、
民
法

改
正
に
よ
り
成
年
年
齢
が
18
歳
に
引

き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
今
回
は
、
成
年
年
齢
の
引
き
下
げ

と
関
連
す
る
労
働
基
準
法
等
の
規
定

及
び
未
成
年
者
の
雇
用
ル
ー
ル
を
見

て
い
き
ま
す
。

一

　成
年
年
齢
引
き
下
げ
に
伴
う

労
働
契
約
の
留
意
点

㈠

　労
働
基
準
法

　
労
働
基
準
法
に
お
け
る
「
未
成
年

者
」
の
規
定
に
は
次
の
よ
う
な
も
の

が
あ
り
ま
す
。
従
来
、
未
成
年
者
と

は
「
20
歳
」
未
満
の
者
を
指
し
て
い

ま
し
た
が
、
令
和
４
年
４
月
１
日
以

降
は
「
18
歳
」
未
満
の
者
と
な
り
ま

し
た
。

①
　
親
権
者
又
は
後
見
人
は
、
未
成

年
者
に
代
っ
て
労
働
契
約
を
締
結

し
て
は
な
り
ま
せ
ん
（
労
働
基
準

法
58
条
１
項
）。

　
　
こ
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き

は
、
30
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ

ら
れ
ま
す（
同
法
１
２
０
条
）。

　
　
従
来
は
、
18
歳
・
19
歳
の
労
働

者
と
契
約
を
結
ぶ
と
き
は
、
法
定

代
理
人
の
同
意
（
後
述
㈡
）
を
得

て
、
使
用
者
と
当
該
労
働
者
が
労

働
契
約
を
結
び
ま
し
た
が
、
成
年

年
齢
引
き
下
げ
後
は
18
歳
・
19
歳

の
者
と
の
労
働
契
約
は
、
従
来
必

要
と
さ
れ
て
い
た
同
意
を
得
ず
に

締
結
し
た
も
の
が
有
効
と
さ
れ
ま

す
。

②
　
親
権
者
若
し
く
は
後
見
人
又
は

行
政
官
庁
は
、
労
働
契
約
が
未
成

年
者
に
不
利
で
あ
る
と
認
め
る
場

合
に
お
い
て
は
、
将
来
に
向
っ
て

こ
れ
を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す（
同
法
58
条
２
項
）。

　
　
従
来
は
、
18
歳
・
19
歳
の
労
働

者
と
締
結
し
た
労
働
契
約
が
、
未

成
年
者
に
不
利
で
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
親
権
者
等
に
よ
り
解
除

を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、

成
年
年
齢
引
き
下
げ
後
、
18
歳
・

19
歳
の
労
働
者
は
こ
の
規
定
に
よ

る
保
護
が
行
わ
れ
な
く
な
り
ま
し

た
。

③
　
未
成
年
者
は
、
独
立
し
て
賃
金

を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

親
権
者
又
は
後
見
人
は
、
未
成
年

者
の
賃
金
を
代
っ
て
受
け
取
っ
て

は
な
り
ま
せ
ん（
同
法
59
条
）。

　
　
こ
の
規
定
に
違
反
し
た
場
合

は
、
30
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ

ら
れ
ま
す（
同
法
１
２
０
条
）。

④
　
勤
続
６
か
月
を
経
過
し
た
と
き

に
、
所
定
労
働
日
数
が
週
５
日
以

上
の
労
働
者
に
は
年
次
有
給
休
暇

を
「
10
日
」
付
与
、
職
業
訓
練
を

行
う
未
成
年
者
に
対
す
る
年
次
有

給
休
暇
は
「
12
日
」
付
与
し
ま
す

（
同
法
72
条
）。

　
　
年
次
有
給
休
暇
に
関
す
る
罰
則

は
、
未
成
年
者
以
外
の
者
に
対
す

る
罰
則
と
同
様
で
あ
り
、
年
５
日

の
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
さ
せ
な

か
っ
た
場
合
に
30
万
円
以
下
の
罰

金
（
同
法
１
２
０
条
）
等
が
あ
り

ま
す
。

㈡

　民
法

①
　
未
成
年
者
が
法
律
行
為
を
す
る

に
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
同
意

を
得
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た

だ
し
、
単
に
権
利
を
得
、
又
は
義

務
を
免
れ
る
法
律
行
為
に
つ
い
て

は
、
こ
の
限
り
で
は
あ
り
ま
せ
ん

（
民
法
５
条
１
項
）。

　
　
な
お
、
法
定
代
理
人
は
同
意
の

み
を
行
い
、
使
用
者
と
労
働
契
約

を
結
ぶ
の
は
未
成
年
者
で
あ
る
労

働
者
本
人
で
す（
㈠
①
参
照
）。

②
　
①
に
反
す
る
法
律
行
為
は
、
取

り
消
す
こ
と
が
で
き
ま
す
（
同
法

５
条
２
項
）。

㈢

　労
働
契
約
締
結
時
の
留
意
点

　
成
年
年
齢
の
引
き
下
げ
に
よ
り
18

歳
・
19
歳
の
労
働
者
と
の
労
働
契
約

の
際
は
、
親
権
者
等
の
同
意
は
不
要

と
な
り
、
ま
た
従
来
の
よ
う
な
親
権

者
等
に
よ
る
契
約
解
除
な
ど
の
保
護

も
行
わ
れ
な
く
な
り
ま
し
た
。

　
労
働
条
件
の
書
面
明
示
（
労
働
基

準
法
に
よ
る
明
示
事
項
）
の
ほ
か
、

賃
金
の
計
算
や
支
払
い
、
働
く
時
間

や
時
間
外
労
働
の
こ
と
、
退
職
の
手

続
き
な
ど
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、

丁
寧
な
説
明
も
併
せ
て
行
い
な
が
ら
、

労
働
契
約
締
結
後
の
ト
ラ
ブ
ル
防
止

措
置
を
講
じ
て
い
く
と
よ
い
で
し
ょ

う
。

令和４年４月から
成年年齢18歳に
未成年者雇用時
の留意点



7─6月号

二

　年
少
者
の
雇
用
ル
ー
ル

　
成
年
年
齢
引
き
下
げ
に
伴
う
変
更

点
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
改
め
て
年
少

者
（
18
歳
未
満
の
者
）
の
雇
用
ル
ー

ル
に
つ
い
て
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

　
労
働
基
準
法
で
は
、
年
少
者
に
対

し
て
成
人
し
て
い
る
労
働
者
よ
り
手

厚
く
保
護
を
す
る
規
定
や
各
種
禁
止

事
項
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
就
学
時

間
外
や
夏
季
・
冬
季
な
ど
の
長
期
休

暇
の
際
に
高
校
生
等
を
ア
ル
バ
イ
ト

と
し
て
雇
入
れ
る
と
き
に
は
、
注
意

を
要
す
る
事
項
で
す
。

㈠

　定
義

①
　
年
少
者

　
　
労
働
基
準
法
で
は
、
18
歳
に
満

た
な
い
者
を
「
年
少
者
」
と
し
て

い
ま
す
。
成
年
年
齢
の
引
き
下
げ

に
よ
り
、「
年
少
者
」
と
「
未
成
年

者
」
の
範
囲
は
同
じ
も
の
を
指
す

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

②
　
児
童

　
　
満
15
歳
に
達
し
た
日
以
後
最
初

の
３
月
31
日
が
終
了
す
る
ま
で

（
中
学
校
を
卒
業
す
る
年
度
の
年

度
末
ま
で
）の
者
を「
児
童
」と
し

て
い
ま
す
。

㈡

　年
少
者
の
雇
用

①
　
年
齢
証
明
書
等
の
備
付
け

　
　
事
業
場
に
は
、
年
少
者
の
年
齢

を
証
明
す
る
書
面
を
備
え
付
け
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
労
働
基
準

法
57
条
）。

　
　「
年
齢
証
明
書
」
と
は
、
氏
名

と
生
年
月
日
を
書
面
に
記
入
し
た

も
の
を
戸
籍
事
務
取
扱
者
（
地
方

自
治
体
）
に
間
違
い
な
い
と
証
明

し
て
も
ら
う
こ
と
を
言
い
ま
す
が
、

氏
名
と
生
年
月
日
が
記
載
さ
れ
た

戸
籍
抄
本
や
住
民
票
記
載
事
項
証

明
書
で
も
差
し
支
え
な
い
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

②
　
労
働
時
間
・
休
日
の
制
限

　
　
年
少
者
に
は
、
時
間
外
及
び
休

日
労
働
を
行
わ
せ
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん（
同
法
60
条
）。

　
　
変
形
労
働
時
間
制
の
労
働
は
、

満
15
歳
以
上
で
満
18
歳
に
満
た
な

い
者
（
児
童
を
除
く
年
少
者
）
に

つ
い
て
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
と
き
は
認
め
ら
れ
ま
す
が
、

該
当
し
な
い
場
合
は
行
わ
せ
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

・
　
１
週
40
時
間
を
超
え
な
い
範

囲
で
、
１
週
間
の
う
ち
１
日
の

労
働
時
間
を
４
時
間
以
内
に
短

縮
す
る
場
合
に
お
い
て
、
他
の

日
の
労
働
時
間
を
10
時
間
ま
で

延
長
す
る
。

・
　
１
週
48
時
間
、
１
日
８
時
間

を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、

１
か
月
ま
た
は
１
年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制
を
適
用
す
る
。

③
　
深
夜
業
の
制
限

　
　
原
則
と
し
て
、
午
後
10
時
か
ら

翌
日
午
前
５
時
ま
で
の
深
夜
時
間

帯
に
使
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
た
だ
し
、
交
替
制
に
よ
っ
て

使
用
す
る
満
16
歳
以
上
の
男
性
は

こ
の
限
り
で
は
な
い
と
さ
れ
て
い

ま
す
（
例
外
と
し
て
深
夜
業
を
行

わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
）（
同
法

61
条
）。

④
　
危
険
有
害
業
務
の
制
限
・
坑
内

労
働
の
禁
止

　
　
危
険
又
は
有
害
な
業
務
に
つ
い

て
は
、
就
業
を
制
限
さ
れ
て
い
ま

す（
同
法
62
条
、
63
条
）。

　
　
対
象
業
務
の
例
を
掲
げ
ま
す
。

・
重
量
物
の
取
扱
い

・
高
所
や
深
い
場
所
で
の
業
務

・
高
温
、
低
温
な
場
所
で
の
業
務

・
有
害
、
危
険
物
を
扱
う
業
務

・
酒
席
に
侍
す
る
業
務

・
坑
内
労
働
　
な
ど
。

⑤
　
帰
郷
旅
費

　
　
18
歳
未
満
の
者
を
解
雇
し
、
解

雇
の
日
か
ら
14
日
以
内
に
帰
郷
す

る
場
合
は
、
必
要
な
旅
費
を
負
担

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ

し
、
労
働
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き

事
由
に
基
づ
い
て
解
雇
さ
れ
、
使

用
者
が
そ
の
事
由
に
つ
い
て
行
政

官
庁
の
認
定
を
受
け
た
と
き
は
、

こ
の
限
り
で
は
あ
り
ま
せ
ん
（
同

法
64
条
）。

⑥
　
使
用
禁
止

　
　
原
則
と
し
て
、
満
15
歳
に
達
し

た
日
以
後
の
最
初
の
３
月
31
日
が

終
了
す
る
ま
で
の
児
童
（
中
学
生

以
下
）
を
使
用
す
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん（
同
法
56
条
）。

　
　
例
外
と
し
て
使
用
で
き
る
の
は
、

次
の
場
合
で
す
。

・
　
満
13
歳
以
上
の
児
童
に
つ
い

て
は
、
非
工
業
的
業
種
に
限
ら

れ
、
使
用
す
る
場
合
は
次
の
条

件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

a
　
健
康
・
福
祉
に
有
害
で
な

い
b
　
労
働
が
軽
易
で
あ
る

c
　
修
学
時
間
外
に
使
用

d
　
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長

の
許
可
を
得
る

・
　
満
13
歳
未
満
の
児
童
の
労
働

は
、
映
画
の
製
作
又
は
演
劇
の

事
業
に
限
ら
れ
、
前
記
a
か
ら

d
を
満
た
し
た
上
で
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。



6 月号─8

　現政権下では「分配、所得」という課題
に焦点が当てられ意見が活発化しています。
　こうした再分配の背景には「日本経済は
若干ながら成長をしているけれども成長の
果実は労働側に及んでいないのではないか」
という認識があるようです。
　経済学の原理では、一国の生活水準は、
財・サービスの生産能力に依存する、とい
います。つまり、まずは生産があり、その
次に分配があるのです。
　経済学の認識では、生産を強化しない限
り国の生活水準は豊かにならないのですか
ら、最近の政治、マスコミは間違った捉え
方をしているのではないか、疑問視すると
ころです。
労働分配率の問題
　政治、マスコミ間では、分配の問題にお
いて、日本は格差が拡大しているのだから
再配分をする必要がある。この課題につい

ては、中小企業にも担ってほしいと踏み込
んでいるのですから、この誤認について検
証したいと思います。
　労働の所得は、企業の付加価値“儲け”
によるものであり、所得の偏りは分配率が
不公平であると捉えるならば経営者が儲け
を独り占めしていると言えるのではないで
しょうか。
　ここで、労働分配率を企業の規模別の費
用構造で押さえてみましょう。
　労働分配率は大企業（51.3％）、中小企
業（76.3％）、小規模企業（78.5％）という
結果が出ています（2020年中小企業白書）。
中小企業は、8割くらいを人件費に回して
いる。しかも、赤字になりかねないにも拘
らず雇用を維持しているところも多いのが
現状です。所得分布の問題は格差拡大の問
題というより、皆がいっせいに貧しくなっ
ているという事実です。
　政府、マスコミ関係者は、もっと新規産
業や企業の成長の環境等に目を向けてもら
いたいものです。

分配の問題

　黒字に対して執念を持っている社長は、
口やかましい上に、細かいことを何度も注
意する傾向があるようです。
　プラスチック工業I社のN社長（社員27名）
は、会社経営の知識と経験を積み重ねてい
ることで、勘と閃きを持っています。
　ベテラン社員ですら工場内で社長の声が
すると緊張すると言います。
　某日、始業開始の10分後、2人の社員
が話しをしているとN社長が「何を話しし
ている」の大声。「段取りの打ち合わせです」
と答えると「就業時間は生産のための時間
だ、打ち合わせは、時間前にやっておけ」
と注意します。
　一方で、N社長は社員の改善策の案など
については真剣に聞き、取り入れようとし
ます。
　この様なN社長ですが、I社を辞める社
員はいません。全員がI社はどんな事があっ
ても潰れない会社と思っているからです。

口やかましい社長　
段
ボ
ー
ル
メ
ー
カ
ー
A
社
の
M
社

長（
社
員
１
２
０
名
）は
、
先
代
の
社

長（
M
さ
ん
の
父
親
）の
急
死
に
よ
り
、

28
歳
で
社
長
に
就
任
し
ま
し
た
。

　
こ
の
様
な
承
継
の
た
め
先
代
か
ら

教
え
て
も
ら
っ
た
事
は
、「
会
議
の

時
は
、
ピ
ン
チ
の
時
で
も
平
然
と
し

て
い
ろ
」だ
け
で
す
。

　
会
議
の
出
席
者
は
常
に
M
社
長

の
顔
色
を
伺
い
ま
す
。
困
っ
た
顔
を

し
て
い
れ
ば
「
う
ち
は
業
績
、
相
当

悪
い
の
か
」
な
ど
、
動
揺
し
ま
す
。

ま
た
、
M
社
長
が
会
議
で
発
言
す

る
と「
社
長
の
お
考
え
ど
お
り
で
す
」

と
ば
か
り
に
決
ま
っ
て
し
ま
う
。

　
そ
こ
で
、
M
社
長
は
社
員
の
意

見
を
促
す
役
に
努
め
て
、
そ
の
後
に

経
営
の
在
り
方
を
含
め
た
発
言
を
す

る
そ
う
で
す
。

　
後
継
者
セ
ミ
ナ
ー
で
教
え
る
経
営

テ
ク
ニ
ッ
ク
も
大
切
で
す
が
、
後
継

者
社
長
に
は
我
慢
強
さ
を
身
に
つ
け

て
も
ら
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考

え
ま
す
。

我
慢
強
さ

発行


